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平成２９年度第１回大分県行財政改革推進委員会 会議録

魚井会長 定刻となりましたので、それでは委員会を開会したいと思います。開会

に先立ちまして、委員の皆様方を代表いたしまして私の方から、今月７月

５日からの豪雨災害で亡くなられた方々のご冥福をお祈りするとともに、

被害に遭われた方々に心よりお見舞いを申し上げます。また、被災された

市町村におかれましては、一日も早く平穏な日常生活に戻れますことをご

祈念いたします。

また、広瀬知事におかれましては、強力なリーダーシップのもと、スピ

ーディーに現地現物現任に基づいて、自らが先頭に立って被害の拡大防止

に努められるとともに、復旧復興に全力で取り組まれていることに対しま

して心から敬意を表す次第であります。

それでは、平成２９年度の第一回大分県行財政改革推進委員会を開会い

たします。議事に入ります前に、知事からごあいさつがありますので、よ

ろしくお願いをいたします。

広瀬知事 皆さんには大変お忙しいところ、また、お暑い中、こうしてお時間をい

ただきまして、誠にありがとうございます。心から御礼を申し上げます。

また、ただ今、魚井会長さん代表で、今回の災害に対しまして、大変にご

心配のお言葉をいただきまして、心から御礼を申し上げる次第でございま

す。本当にご心配をおかけしておりまして、ありがとうございます。

被災当初はやはり人命救助、あるいは行方不明の捜索、それから孤立地

帯の捜索等々、応急的な対応に追われておりましたけども、今は、そこの

あたりは落ち着きましたので、全庁を挙げて、中津市や日田市と連携をし

ながら、復興復旧に取り組んでいるところでございます。引き続き、いろ

いろご心配をおかけすると思いますけども、どうぞよろしくお願いを申し

上げます。ありがとうございました。

さて、今日の行財政改革推進委員会ですが、平成２９年度の第 1回とい

うことになりますけれども、議題がたくさんございます。一つは、行財政

改革アクションプランの進捗状況についてご報告を申し上げ、ご意見を賜

りたいというふうに思ってるところでございます。行財政改革は、申すま

でもありませんけども、安心・活力・発展の大分県づくりのベースを成す

大変大事な課題でございまして、就任以来、ずっと取り組ませていただい

ているところでございますけども、平成２７年にアクションプランという

のを作らせていただいて、取組をさらに具体的に加速をしていこうという

ことで、続けているところでございます。これにつきまして、進捗状況等

々をご報告を申し上げるとともに、まだまだ足りないところが多いと思い

ますので、色々とご指摘を賜ればというふうに考えているところでありま

す。
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それから二つ目は、県税事務所のあり方についてご議論を賜りたいとい

うふうに思っております。県税事務所を通じまして、県民の皆さんから貴

重な税金をいただいてるわけでございますけれども、この県税事務所につ

いて市町村と協力をしながら、合理的に効率的にできることもあるかもし

れないということで、そこのところの仕事のあり方を見直しまして、何か、

もっと行革的にできることがあればやっていこうということで、ご意見を

賜りたいというふうに思ってるところでございます。

３点目は、行政監査と言いますか、大分県には監査委員会というのがあ

りまして、常時、監査をいただいております。また、包括外部監査という

制度がございまして、外部の方にお願いをして、テーマを決めて監査をい

ただくというような制度が二つございますけども、この報告が出ておりま

すので、これについてご報告を申し上げ、これまた色々、改革の方向につ

いてご指摘を賜ればというふうに思っているところでございます。

そしてもう一つは、諸般の報告ということになると思いますけども、こ

こでご議論をいただきましたマリンカルチャーセンターの取扱いについ

て、あるいは、リバーパーク犬飼の問題について等々、幾つかご報告を申

し上げながら、また、今後の取扱いについてご示唆を賜ればというような

ことで、課題山盛りでございますけども、本日もどうぞよろしくお願い申

し上げます。

ありがとうございました。

魚井会長 どうもありがとうございました。それでは、本日の日程につきまして、

事務局からご説明をお願いいたします。

行政企画課長 〔次第により日程説明〕

魚井会長 どうもありがとうございました。それでは、本委員会の会議の公開につ

いてご確認をさせていただきます。本日は非公開として議論すべき内容は

ありませんので、会議を公開としたいと思いますがよろしいでしょうか。

（一同異議なしの声）

〔議題 「大分県行財政改革アクションプラン」の進捗状況について〕

魚井会長 それでは、公開とさせていただきます。

最初に、本日３つの議題がございます。その一つとして、大分県行財政

改革アクションプランの進捗状況につきまして、議事に移ります。事務局

からご説明、よろしくお願いいたします。
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行政企画課長 〔資料１説明〕

魚井会長 どうもありがとうございました。それではただ今説明がありました、大

分県行財政改革アクションプランの進捗状況について、主な取組の内容だ

とか、あるいは行財政改革の観点から、さらに推進すべき項目がないかど

うかについてご議論をいただきたいと思います。今の２７、２８年度のア

クションプランについて、多岐にわたった切り口から色々と進められて、

目標に対して過達状態であるんですけれども、非常に世の中の環境が変わ

ってきてるということもあって、こういった切り口でも見直したらいいの

ではないかというご意見も含めまして、ご議論いただきたいと思います。

よろしくお願いします。いかがですか。

村柗委員 すいません、村柗です。ちょっと言いにくいような話かもしれんけども、

６月末に九州各県の公務員ボーナスのニュースが流れて、大分県がトップ

でした。ちょうどそれを見ちょって、ちょっと写真を撮ってＳＮＳに出し

たんじゃけど、大分県がボーナス支給額トップじゃったちゅうのは、民間

企業との格差を埋めるためというような説明があって、みんなから、ちょ

っと行って聞いてこいち言われたんで、そこのところをちょっと確認した

い。どういう査定で大分県がトップなのか、福岡など、九州各県で２県が、

支給額ダウンで、ほかの県が、大分も含めて上がっちょったんやけど、こ

のへんどうなんやろうちゅうのをちょっと質問を。

人事課長 人事課長の藤原です。村柗委員のご覧になったのは、テレビ放送での、

各県の発表による取りまとめの分というふうにお聞きしておりますが、各

県、期末勤勉手当の給料ベース額、それから支給月数が、地方公務員法の

趣旨に基づいて、毎年実施される人事院勧告に基づいて改定をされており

ます。それがベースになって、各県、発表しておるんですが、発表の中身

の対象職員が各県で異なります。例えば大分県の場合には、全体で１万６

千６５３人。これは、教員、警察官、全部入っておりますが、県によって

は、教員、警察官が入っていないところが、例えば福岡県、沖縄県あたり

がございます。そういった差もありまして、また、年齢構成等の差もござ

いまして、結果として大分県がこういった金額になってるということでご

ざいます。

なお、各県の給与水準を比較する場合に同一の基準で測る基準がござい

ます。これは、全国的にラスパイレス指数というもので測っておりますが、

大分県は平成２８年４月で９９．７であります。国を１００とした場合に、

国との給与差がどれぐらいあるかっていう割合でございますが、１００を

割った９９．７、これは全国で２９番目、それから九州では４位の中位と

いうふうなっておりまして、我々としては、概ね適正な数字ではないかと

いうふうに考えておるところでございます。
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魚井会長 村柗さんよろしゅうございますか。

村柗委員 はい。

魚井会長 なかなかああいうのは、ポンと絶対額で言うと「おお」という感じにな

るんですけれども、年齢の修正だとか色々やると、ものすごく変な感じに

なると思いますので、きちっとベースが一緒だったら一番いいんですけど、

それぞれベースが変わるいうところがあって、なかなか絶対額だけでは分

からないいうところがありますんで。今のご説明で非常によく分かったと

思うんですが、よろしゅうございましょうか。

村柗委員 まぁ、大分が０．１歳だけ高かったんやな。平均年齢が。分かりました。

知事 数字の比較の仕方が違うと。

村柗委員 分かりました。

朝倉委員 玖珠の朝倉と申します。この３ページのところですね。アクションプラ

ンの主なところ、３ページですね。総人件費の抑制というところがあるん

ですけど、玖珠町は、職員の構成が逆ピラミッドの状況になって、退職不

補充していけば、人件費の抑制ができると思うんですけど、やはり５年、

１０年後、１５年後を考えれば、新しい職員を採用しなきゃいけないとい

う状況なんですね。そうすると、総人件費の観点から退職した人を再雇用

とか再任用すれば、新しい職員を採用しなければ、１５年後に組織が成り

立たなくなるということですね。人件費、非常に苦慮してるんですけど、

県としてはどういう採用計画って言いますか、人件費の構成を考えている

か、ちょっとお聞きしたいと思いまして。

人事課長 これまでの行革プラン、中期行財政運営ビジョンの中で採用を抑制しな

がら採用計画を作って、それで人件費の抑制に努めてきたところでござい

ますが、平成２４年以降の行革プランにつきましては、基本的に退職補充

という考え方のもとで進めております。これから、平成３２年あたりに大

量退職のピークを迎えるわけでございますが、そういったものも見込みな

がら、今、ご意見のありました、これから再任用の職員の希望が増えます。

そういったものも含めながら、採用計画を作っていきたいというふうに考

えておりまして、全体として総人件費の抑制に努めていきたいというふう

に考えております。

知事 簡単に申し上げますと、１０年間にわたりまして、退職不補充でずっと
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やってまいりました。従って、雇用者数が千人ぐらい、合計して減りまし

て、だから２割ぐらいかな。

１８％ぐらい、全体として減ったわけです。それから先は、もうここま

で減るとさすがにきついんで、退職不補充じゃなくて、退職した分ぐらい

は補充をしてまいりまして、その時にある程度、それまではずっと年齢構

成が高くなっておりましたから、１０年間で退職不補充をやって、だいぶ

ならされたというところがありまして、また、足りないところは少し、中

途採用もしようというようなことで補充をしてまいりまして、やっぱり人

件費、１０年間の退職不補充、２割弱の減というのが非常によかったと思

ってます。先ほどから人件費についてお話があってましたけども、そうい

うレベルになっておりまして、非常にほっとしております。

松尾委員 大分合同新聞の松尾です。５ページの財政状況について質問いたしま

す。県債残高が、臨財債抜きで６千億円台になったということが、これは

とても努力してるという評価になると思いますし、今後も徐々に下がって

いって、もう、６千億円台の前半ぐらいまでなりそうだということで、こ

れは結構なんですけど、やはり財調の残高が、これはいろんな要因がある

ということが１ページ目に書いてありました。少子高齢化、それから社会

資本関係の規模の増大ですとか、公共施設の社会インフラの老朽化、これ

も大きなお金がかかる見込みになっておりますが、３００億円位の規模で、

基金残高、これが適正なのかどうかという点、大分県の財政のボリューム

に対してですよね。もうちょっとあった方がいいんじゃないかっていう、

実は、思いなので質問をしてるんですが、そのへんはいかがでございます

か。

総務部長 はい、ありがとうございます。一つは、今時の九州北部豪雨災害でもそ

うなんですけれども、こうした災害というような突発的な事項に対応する

ための基金というのは、絶対に必要というふうに思います。今、我々とし

ては、最低でも、県の標準財政規模、約３千２００億円ぐらいなんですけ

れども、これの１割は持っておきたい。これが一つの目安かなというふう

に思っております。その上で、やはりそれを上回る、例えば４００億円と

いったようなところが我々の目指す規模かなというふうに思っておりま

す。

もう一つは、平成１６年に三位一体改革というのがございました。県の

収入の中に占める県税収入というのは、約２割です。そうした意味からい

うと、地方交付税といったような国からの資金に頼るところが大きいんで

すけれども、当時、三位一体改革では、大分県で２５０億円の地方交付税

の減額というようなこともございました。それに何とか耐えて行革を進め

てきたわけなんですけれども、そうしたこともやっぱり考え合わせると、

最低でも３２０から３３０億円、できれば４００億円を超える基金という
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のが必要というふうに考えております。

松尾委員 はい、ありがとうございます。総務部長、今後の例えば地方交付税の推

移あたりというのは、どういった見通しになってるんでしょうかね。

総務部長 これは非常に、我々にとって悩みの種であります。今のところ、この夏

の終わり、８月末ぐらいには翌年度のだいたいの地方財政の収支状況と、

地方に対するそうした交付税等を含めた財政措置というのが概ね見えてき

ます。

そんな中で、いわゆる骨太の方針ということでは、一応、平成３０年度

までは地方の一般財源総額を確保するというような話になっているんです

けれども、それ以降については、まだまだこれからの議論、国の財政収支

の状況であり、また、今の政府が約束をしております、プライマリーバラ

ンスの均衡といったようなことと合わせると、我々としては、地方にそう

したもののしわ寄せが来るんではないかというような懸念も持っておりま

す。

松尾委員 はい、ありがとうございました。しっかり使わなければならんものは、

やっぱり使わなければならないと思います。しかし、それと同時に、どこ

かストックする部分も必要だと思うので、それのバランスをよくお考えに

なって、執行していただきたいなと思っております。

魚井会長 他に、ご意見ございませんか。

佐藤(宝)委員 こんにちは、委員の佐藤と申します。よろしくお願いします。今、拝見

させていただいておりまして、資料の４ページの３に、「積極的な県政情

報の発信」ということで書いておりますが、広告換算費１０４億円に上り

ますということで、我々も県民の一人として、全国的、また、国外に向け

ても大分県というＰＲ、いろいろシンフロであったりとか、別府の勢いの

ある施策によってＰＲができていると思うんですけれども、この広告予算

を掛けましたうちの効果測定であったりとか、これが大分県にとって、目

標値に対してどうだったのか、また、来年度以降どのように大分県をＰＲ

して行くかっていうところも、もしよろしければお聞きしたいと思ってお

ります。

企画振興部長 企画振興部長の廣瀬でございます。この広告、大分県のＰＲにつきまし

ては、東京、それから、今年度から大阪で、パブリシティー活動というの

を行ってます。年間予算、だいたい３千万円ぐらいで、マスコミ各社を回

って、大分の旬な情報を提供するという活動を行ってます。それを番組と

か雑誌で取り上げていただいて、大分をＰＲするという手法なんですけど
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も、それともう一つはシンフロ、あるいはゆけシンフロ部というＰＲ動画

を作りまして、そこでのＰＲをやって、トータルの広告換算で１０４億円

ぐらい。掛けてる予算はそんなに掛けてなくて、さっき言いましたように、

３千万円から５千万円ぐらいの予算でこれだけの広告換算を、今のところ

得られているという状況であります。

この結果、大分県のブランド力調査、都道府県別のブランド力調査って

いうのが毎年あるんですが、全国４７都道府県中３２位だったんですが、

それが昨年は１５位まで上がりまして、全国で一番順位が上がったんです

けども、こういうふうなことで、積極的にまた今年度もやってますし、特

に来年は国民文化祭、全国障害者芸術文化祭ありますし、また、世界温泉

地サミットというのが来年大分で、国際的に初の温泉地が集まったサミッ

トなんですけども、それをやろうとしてます。さらに再来年はラグビーの

ワールドカップ、その先に東京オリンピックがあるということで、今がい

ちばん、大分をＰＲし時だと考えてますので、先ほど言いましたパブリシ

ティー活動をはじめ、様々な媒体を使ってＰＲ活動を積極的に、とりあえ

ずは東京オリンピックまでには国際的にも、国の内外問わずＰＲしたいと

思ってます。

県庁の中には広報委員会というのを、県庁の中で、関係者が集まって立

ち上げてまして、その広報委員会で効率的に大分県ＰＲができるようにと

いうのを、月に一回集まって、検討してるところでもあります。

佐藤(宝)委員 ありがとうございました。

魚井会長 第１議題、ちょっと、今日は私不安に思っとったんですけども皆さん活

発に、ご意見出していただきまして、どうもありがとうございます。だい

たい皆さんから、プランの推進状況についてのご質疑やご意見を活発に出

していただき、また、事務方の方からも、それに的確にお答えていただき

まして、どうもありがとうございました。

第１議題につきましては、アクションプランの進捗状況については、皆

さん方のご意見を踏まえて、さらに取組の活性化と推進をしていただくと

いうことで、皆さんよろしゅうございますか。

（一同異議なし）

魚井会長 先ほどご質問がありましたように、なかなか、県内だけに居とったら分

かりにくいんですけれども、あのシンフロなんかでも、成田に降りて早々

に見るのがあの画面ですし、そして、大阪なんかに行きますと、大分の食

べもんがボンボン、豊後高田の鶏だとかいろんな感じで、最近、ものすご

くよく目にするわけですね。やはり、東京だとか大阪だとかの大消費地で

目立ついうのは、僕は、大分にとってものすごいいいなと思います。ああ
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いう交通機関に行っても、やっぱり温泉、大分というかたちで、チラシを

見てる人が、僕が見てますと、非常にたくさん居てるいう感じで、なかな

かああいうＰＲをやっていただくいうのは、ものすごい効果が上がるんじ

ゃないかなと思いますんで、これからもよろしくお願いいたします。

〔議題 県税事務所のあり方について〕

魚井会長 それでは第２議題の、県税事務所のあり方につきまして、事務局から

ご説明をよろしくお願いいたします。

行政企画課長 〔資料２説明〕

魚井会長 どうもありがとうございました。それでは、ただ今ご説明がありました、

県税事務所のあり方についてご議論いただきたいと思います。よろしくお

願いいたします。

魚井会長 私の方からよろしゅうございますか。

税について、知識の方はなかなか、こういう技術があってこういうと

思うんですけども、ここにもありましたように、経験の浅い方についての

人材育成の計画的にいうのは、特に、こういうふうにやってみたら、定量

的に上がっていくんであるいう感じはあるわけなんですか。それともう一

つは、なかなかバラツキが多いわけですね。１％上げるのには、ものすご

いエネルギーがいりますか。

税務課長 税務課長です。人材育成について申し上げます。県では、税務職員人材

育成計画というのを作っております。まず初任者、新採職員や税務職員に

県税に初めて来た職員を対象にした、税務初任者新採の研修を行っており

ます。中堅職員につきましては、それぞれ専門分野がございます。例えば

不動産取得への担当、法人関係の担当、例えば課税をしたものを徴収する

徴収職員の研修といった、専門分野に分かれた研修を行っているものがご

ざいます。それに合わせて、ほかに派遣研修ということで、自治大学校と

いうのがございますが、そこに会計コースと徴収職員コースに全国から職

員が集まりますので、そこに派遣をしております。

徴収率の１％なんですが、県が１,２３１億円ありますので、１２億３千

１００万ということになります。徴収率が１％上がることでの増収という

ことになります。

魚井会長 そこを支えるのには、エネルギーがいりますか。

税務課長 やはり、税に関しては、まずは理解を得る。課税に対して公平適正にや
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ってるっていうことを知らしめることと、合わせて徴収に関しても必要な

こと、例えば財産調査とか納税交渉、差し押さえ等の職務を行うことで上

げていっております。

魚井会長 やっぱり並行して、県民の啓蒙活動いうのもいろいろ、県の県政ニュー

スなんかで発信していくことになるんでしょうね。

総務部長 補足をいたします。もうまさにそういうことだと思います。納税者に

対する働きかけというのは、大変大事な部分があろうかと思います。先ほ

ど、徴収率につきましてお尋ねでしたけれども、市町村と共同で徴収して

いるのが、個人県民税というものが市町村共同で、市町村民税と合わせて

徴収をしてもらっているということであります。ここが１％上がりますと、

県民税が、約３００億円あるんで、１％上がると３億円向上するといった

のが、先ほどの説明です。

そこで、徴収率を上げるのがなかなか難しいんじゃないかというお話で

す。もう、おっしゃるとおりなんですけれども、実は、市町村と県が、今、

相互に応援し合ったり滞納整理をやっているということで、この５年間で、

市町村の徴収率が平均で４％程度、全体で上がってきております。そうし

た努力をしていくと、１％というのも、あながち無理な数字ではないんじ

ゃないかなというふうに考えております。

魚井会長 どうもありがとうございました。他、皆さんから。

中野委員 この件について少し、私の方からも、考えを一つ述べさせていただき

たいと思います。今、ご質問がありましたように、県税の職員の派遣とい

うかたちで、我々も大変ありがたく思っております。今、市町村も世代交

代の時で、若い人が税務に精通するには時間がかかるという中、県の職員

が現場に来ていただいて、指導又は相談にのっていただいてるということ

で大変いいんですが、欲を言うと、フルで受けることもあるんですけど、

これを見ますとなかなか難しいところもありますが、３０年度に向けて課

税の集約化と、もう一つは人員の確保に関する、それを検討するというこ

とでありますので、そういう中で市町村との交流とか、あるいはまた、市

町村の派遣研修をそれぞれ事務所が受けて、その実務のノウハウも市町村

職員に１年間、しっかり県と一緒になってやっていただいて、また市町村

に帰ってくるというサイクルを頻繁にやっていくと、市町村も非常に実務

能力が上がるし、滞納率も下がってくるということがあるので、来年度に

向けていろんな角度から検討しているということなので、その辺のところ

も含んだご検討をいただければというふうに思ってます。

よろしくお願いします。



- 10 -

総務部長 はい、ありがとうございます。市町村の方からそう言っていただけます

と、県の県税の職員も張り切ってやっていくと思いますし、確かにおっし

ゃるとおり、今、期間が限られております。１８市町村に対しての併任派

遣というようなことで期間が限られておりますので、そこが充実できれば

というのも一つの見直しの方向性の中にありますんで、検討していきたい

と思います。

河野委員 すいません。一つちょっと、人材育成で教えていただきたいんですが、

人材育成計画に沿ってやってるんですが、職員の税務を扱う部署での在籍

年数って何年ぐらいなんですか。専門職として継続するんですか。それと

も、税務を扱ってきたら他の部にも行くという。大体、税務は何年ぐらい

の在職年数でしょう。

税務課長 はっきりとした数字を、大変すいません持っておりませんけれども、長

い職員では、もう二十数年という職員もおりますが、資料にありますよう

に、在籍年数の一番長い年数は２８年になっておりますが、そういった意

味では、専門的な職で採用してるわけではございません。一般の行政職員

で採用した職員が、たまたま県税事務所の在籍が長くなったというような

かたちになっております。

知事 税の専門で雇用するわけじゃないんですけれども、やっぱり実際上は、

研修を重ねて、大体専門家になってきて、長い人が多くいます。そこのと

ころがいいのかどうか、いろんな議論はあるんですけども、実際上は、専

門家で雇うわけじゃないんですけども、ひとつのことに精通していくとい

うことですね。

二日市副知事 最初のうちは、若い人は、やっぱりいろんなところの部署を、能力開発

という意味で経験させる意味合いがあるんですね。３年で出先に出して、

それは福祉であったり県税であったり、あるいはまた、土木、農政とかで

すね。ところがだんだん、本庁に帰って、また他のところを経験させて、

で、だんだんだんだんその人の適性が出てくると。それで、一定の中堅以

上になると、この人はやっぱり税に向いてるというかたちで税を長くやっ

てます。そういうやり方です。

朝倉委員 県から来ていただいて、本当に優秀な方に来ていただいて指導していた

だいてですね、九重町とか玖珠町で恐縮なんですけど、県の方に来て頂い

て、非常にいい勉強になってます。ただ、あまり徴収率が上がると悪代官

と言われますから、これちょっと困る。これ、ジョークでして、ちょっと

申し訳ございませんね。本当に来ていただいて非常にいい役場の職員の勉

強になってます。この場を借りてお礼申し上げたいと思います。
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松尾委員 松尾です。徴収の話ばかりなんですけども、利用する県民にとって、例

えば、仮に県税事務所が統廃合された時に不便はないのかという点なんで

すが、ここにも、もう既にコンビニの方でも９割以上、納付している。そ

れから、法人県民税の中でも７割ぐらいが電子申告、イータックスみたい

なものでしょうか、やってるということではあるんですけども、果たして

そうなのかという点であります。特に過疎地域というのは、高齢者あたり

が、統廃合になった場合に不便を感じないのかどうかというのがちょっと

気になりますので質問をいたしました。

総務部長 統廃合すると決めてるわけじゃないんですけれども、こういうあり方を

検討する中で、やはり、集約化ということも一つの方向性だと思っており

ます。その際、絶対に我々として避けようとしてるのは、県民サービスが

低下するという点だけは避けていきたいというふうに思っております。一

番は、来所する機会でご不便をかけないようするということだと思ってお

りまして、一つは、例えばですが、身障の方の自動車税の減免手続といっ

たようなことがあります。これについてはどうしても証明するものと、ご

本人というようなことを確認した上での減免ということになるんですけれ

ども、そうした、来所いただくような場面は、これは仮に県税の体制が、

今後、どういうふうにするかというのはこれからの話ですけれども、どう

なろうともご不便をかけないような仕組みにしていかなくてはいけないと

いうことを思っております。

同様に不動産取得税、これも家屋購入時の減免措置というのがございま

す。これもどうしてもご来所をいただかなくちゃいけない場面があるんで

すけれども、同様にサービスが低下しないようにというふうに考えており

ます。

その他納付で県税事務所にお見えになるというのは、もう、非常に少な

くなっておりますけれども、これについてもサービス低下しないようにし

ていきたいというふうに思っております。

松尾委員 はい、分かりました。例えば、何ができるかどうか分かりませんけど、

巡回による車みたいなものがあって、統廃合はまだこれからの動きなんで

しょうけども、仮にそういうことになった場合に、そうやって、工夫を凝

らして県民サービスの低下を招かないようによろしくお願いしたいと思い

ます。

下田委員 委員の下田でございます。松尾さんに言われたことと、ほぼかぶってい

ますね。この事務所のあり方ということで、これは統廃合をにらんだ議論

なのかということをお聞きしたかったことと、それと、当たり前のことで

すけども、税収を上げるためのコストをできるだけ低くするということも、
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実のところは県民のためになるということです。税収を確保するのに税金

を使っていては仕方がないということがあり、最適な税収方法ということ

になっていく。逆に言うと、コストの方が上回るんであれば、そこから税

金取る意味がないことにもなるので、そのあたりの整理が事務処理につい

ても必要かと。それでサービスが低下するんであればということで、今、

松尾委員が言われたような。私も、お出かけサービスっていうのが、今の

高齢化社会においては非常にいいのかと思っておりますが、コストの面が、

私もちょっと計算できてませんので分からないんですけれども、今後、Ｉ

ＯＴも使いながら、いろんなやり方が発生してくると思いますので、ぜひ

検討いただきたいと思います。

総務部長 はい、ありがとうございます。徴税コストということに関しては、もう、

我々も下田委員と同様の考え方で、やはりコストをかけずに徴収率を上げ

ていくということが大事だというふうに思っております。それのお答えに

なるかどうか分かりませんけれども、人口１７０万人未満の都道府県が約

二十数団体あるんですけれども、これの、人口１０万人あたりの県税の職

員数という比較をやってみました。そうすると本県の職員数ですが、多い

方から２番目に多いと。約二十数団体、１７０万人未満の県がある中で、

人口１０万人当たりの職員数が、多い方から２番目にあるということも我

々の課題意識の一つであります。

河野委員 コストの件なんですけども、当然、その経済性の原則が働くと思うんで

すが、もう一つはモラルっていうか、納税に対する意識の徹底ということ

にあれば、少しコストはかかっても、やっぱり徴収を、ある意味では徹底

するって言うか、そういう時期が必要ではないかと思うんですね。そうし

ないと、逃げ得っていうのがあるっていうのは非常に、納税という意識に

ついては、国民に対してマイナスだと思うんですね。やっぱり三大義務の

一つですから、当然、税金に関してはきちっと払うというような指導的、

懲罰的にも含めて、若干コストをかけていいから徹底してやる時も必要じ

ゃないかなと考えます。

以上です。

総務部長 もとより、徴収すべきものはしっかり徴収するということで、とにかく

徴収率を上げてというのは、県税の分だけではなくて、繰越、滞納分です

ね。これも徹底して上げていかないと徴収率の全体は上がっていかないと

いうふうに考えておりまして、公平性を担保するという意味で、厳しく徴

収はやっていくという姿勢に変わりはございません。

魚井会長 他の委員さんからございませんですか。なかなか難しいところがありま

すね。徴収を厳しくやると悪代官、言われますしね。だけども、三大義務
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の一ついう感じもあるんで、公平性を担保いう感じからすると、しっかり

それをやっていくと。そういう意味では、やっぱり納めると、こういった

感じでいろんな機会を捉えて、我が住んでるところがこういうように良く

なってる、非常に、どういうふうに跳ね返ってるいうところが、色々な階

層の人に分かりやすい言葉で入っていくいうことが啓蒙作戦として非常に

大事なことでもあるんではないかなというような思われますんで、そうい

うのも兼ね備えて、よろしくお願いをしたいなと。他にはございませんで

すか。

それでは、県税事務所のあり方について、委員の皆さんのご意見を踏ま

えまして、県民の利便性を損なわないように。これは、いろんな過疎地だ

からというところも多々出てくると思うんですけども、最近、非常にＩＴ

を使って、双方のやり取りができるという道具も出てきてますんで、そう

いったことを活用し、それをもって事務所の体制だとか、あるいは人員の

配置の検討をこれから進めていただくことをよろしくお願いしたいと思い

ます。

よろしゅうございますか。

（一同異議なし）

〔議題 平成２８年度行政監査及び包括外部監査結果の概要について〕

魚井会長 それでは、三つ目の議題であります、平成２８年度の行政監査及び包括

外部監査結果の概要について、事務局からご説明をよろしくお願いいたし

ます。

行政企画課長 〔資料３及び資料４説明〕

病院局長 〔資料４説明〕

福祉保健部長 〔県立病院の一般会計負担について説明〕

魚井会長 どうもありがとうございました。それでは、ただ今、ご説明がありまし

たように、平成２８年度の行政監査及び包括外部監査結果の概要について、

特に県立病院の役割や一般会計の負担のあり方について、ご審議よろしく

お願いしたいと思います。

皆さん、ご意見等、何なりとよろしゅうございますので。

下田委員 一点、教えていただきたいんですけども、平成２６年度に突出した赤字

っていうのは、何か特殊要因があったというふうに理解してよろしいでし

ょうか。
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病院局長 平成２６年度は、３１億７千４００万円の赤字を計上しております。こ

れは、会計制度がその年に改正になりまして、退職金引当金の計上が義務

化されました。それで、それまでの計上総額、３４億２千３００万円を、

その他、特別損失で一括計上したためにこのような赤字になったものでご

ざいます。

下田委員 人件費ですね。ありがとうございました。

魚井会長 いかがですか。なかなか、病院事業というのは専門性がありますので。

丹羽委員 丹羽でございます。先ほど福祉保健部長の方から、不採算であっても行

わなければならないということをおっしゃっていただきました。先の水害

でも、大規模災害時基幹医療センターの役割も県立病院は担うと思われま

す。

その中で、少子化対策の一環として、ここのページに、総合周産期母子

センター等が、地域医療との連携の中で周産期医療の役割を担ってらっし

ゃいますが、この間の水害の時に、例えば、今、産婦人科学会の５月ぐら

いから、スマートフォンでも空床が各県に出るように、例えば、妊娠何週

だとか、低体重の方がどのぐらいベット数が受け入れられるとか、開示が

なされるようになってるんですが、そのへんのところを、今回の日田でも、

こういうふうな周産期センターとして、そのへんのところが機能したかと

いうところとか、それからあと、ＤＭＡＴや諸々のところが機能したかと

いうところのことが、先ほどシンフロとかで広報の話がありましたが、県

内の話になりますけど、県内でそのようなことが実際に県立病院として機

能しているということが、県民の皆さんに理解されてれば、一般会計の負

担というのは非常に無理のない、皆さんの納得が得られる補てんの仕方で

はないかと思いますので、そのへんのところの具体的な、そのハイリスク

の方たちの受け入れの状況を県立病院としても空床状況とか開示して、福

岡や大分と連携していたかどうかと、そのへんのところの実態と、ＤＭＡ

Ｔも含めて、きちんと機能できるような体制になってるかというところも

含めて伺えればと思います。

福祉保健部長 それでは私の方から、日田の水害、今回の豪雨災害つきましての対応を

ご説明いたします。今、委員がおっしゃったように、ＤＭＡＴの派遣、こ

れは、孤立をいたしました日田市の小野地区、道路が土砂ダムができまし

た、ここに派遣をいたしました。実際には、ヘリコプターで飛び立つとい

うような対応でございますけども、ＤＭＡＴの派遣。また、第２段階とし

ましては、日赤のお医者さん方にも行っていただきました。そういう孤立

集落対策もやった上で、水害対策全体を行ったわけでございますけども、
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実は、日田市内の病院機能はまったく損傷はございませんで、済生会病院

を中心に、診療所、病院等がすべて機能いたしておりました。そういった

中での看護師、あるいは保健師、先ほどのＤＭＡＴ等、医師の派遣という

のを。かなりフルスペックでやりました。もう、考えつくものはすべて投

入をいたしたところでございます。こういった状況でやって来たところで

ございますけども、実際に、空床の表示とか、病院局長からお答えいただ

きたいと思います。

病院局長 病院局でございます。大分県の周産期医療体制についてのご質問をいた

だきました。県立病院は、総合周産期母子医療センターで一番大きい施設

になるわけですけども、それに準ずる、少し小さい規模の周産期センター

が県内に数カ所ございます。そことの連携を取るためにいつもインターネ

ットを使って、空床状況であるとか、どういった、今、新生児が収容され

ているとか、どういう妊婦さんがとか、そういう情報は皆さんで共有をし

て、周産期医療体制の、安全に周産期医療を行えるように連携をとってい

るということがございます。

丹羽委員 ありがとうございます。南海トラフも想定されていますので、そのへん

のところは、本当に県立病院が、災害時も日常も基幹病院としての役割を

十分に担うのであれば、このへんのところの中身を県民の皆さんに分かり

やすく説明することで、一般会計のそのへんのところもご理解をいただけ

るんではないかなというふうに思います。

それからもう一つ、精神科の医療センターも、３県だけ、日本の中でな

いという状況の中では、設立されるべきものだと思います。私は、今年の

３月まで日々の精神身体、知的のサービスを受ける方たちの審査会の委員

を⒋年ほど勤めておりました。その中で、精神科のそういう、土日のサー

ビスを必要とされる方が、急激に増えています。これは、生まれてからで

はなく、途中で、例えば、ほんとうに企業に勤められてる方、学校で教え

られてる方、いろんな方たちが途中で罹患してもおかしくない疾患ですよ

ね。

その中で、やはり、民間の介護保険の審査の時の医師の意見書よりも、

婦人科の先生方で、その書き方からなにから、やっぱり差が非常に大きく

ある現状がありました。そして、その地域の精神科の先生方が本当に、こ

の２番目に書いてあるように、連携体制を構築するっていうことにおいて、

開設までの間に、具体的に本当に機能できるようにしていくためにはどう

したらいいかということをきちっとこの２年間の間にやっていただければ

なというふうに、切に願います。

病院局長 今、非常に大切な点をご指摘いただいたと思います。県立病院が、この

精神科救急の機能をきっちり果たしていくためには、地域の精神科病院機
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関との連携が、もう、絶対必要になってきます。そこで、早く受け入れて

早く帰さないと、多くの患者さんを診ることができません。ですから、よ

くなった患者さんをスムーズに受けとっていただく、そういう体制を、こ

の２年間の間にきちんと確立していくことが何より大事ではないかなと、

私の方でもそういうふうに思っております。

どうもありがとうございました。

岩﨑委員 ひょっとしたら、どこかで発表されたことかもしれないですけれども、

この３県で未設置という精神科救急医療の、この全国３県、ずっと未設置

だったのか、今まで、なぜ、ずっと未設置で、このタイミングで、そして、

設置できるようになったのか、その背景なども、このタイミングだったと

いうことの理由とか、そんなことを聞かせていただけたらと思います。

今の委員のお話にもありましたけれども、私、創業の相談を受ける中で、

最近、精神の方に対する民間の、何か、そういう対応するところが非常に

増えてきたと。それはなぜか、大分県は、そういったところに病院の方の

ケアがあんまり箇所がなくて、なおかつそういった精神、こういう精神医

療に必要とされるような方っていうのが、以前よりも非常に幅広く、ほん

と、普通の方でもそういうことに罹患しているというふうに診断されると

いうんですか、そういった方が増えてきたところに着いて行ってないなと

いうお話を、何件か複数お聞きしていたので、そういう市場環境の変化に

よるものなのか、あるいはぜんぜん違うことでタイミングが来たのか、ち

ょっと気になったので聞きたいと思いました。

よろしくお願いします。

福祉保健部長 一つは、この、全国で３箇所っていうことなんですけども、精神保健及

び精神障害者の福祉に関する法律っていうのがございまして、この法律で、

この設置が義務づけられているということでございます。この中で、全国

で鳥取県と佐賀県、そして本県ということで３県でございましたけども、

設置されていないと。ところが、鳥取佐賀の両県におきましては、国立病

院機構が事実上、この代替機能を果たしておりまして、その機能が無いの

は大分県だけということでございます。

当然、私ども長らく、これを大きな課題として捉えておりまして、どう

やって早く設置してしていくかということでやっておりました。大分大学

の寺尾教授という精神医学講座の教授がいらっしゃるんですが、まずは、

医師確保というのが最大の懸念材料でございまして、ここをずっと進めて

きたわけでございます。この医師確保についてめどが立ちましたんで、こ

の機能、病院をどこが設置するかということで、知事部局で一生懸命検討

してきたんですけども、実はこの精神保健センター、精神病院ですけども、

夜間、休日を含めて２４時間対応っていうことが一つ。

それと、重篤な身体合併症患者。要するに、いろんな病気を持っている
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っていうことなんですけども、精神以外に。こういった皆さん、患者への

診療体制の整備ということで、これにはやっぱり県立病院が最適だろうと

いう結論に達しまして、このタイミングでお願いをしたといったようなこ

とでございます。加えまして、先ほど申し上げたように、一般の精神病院

では、先ほど申し上げたような措置入院は、今、お願いはしておりますけ

れども、これも輪番制でございますし、重篤な身体合併症患者の対応が基

本的に難しゅうございます。精神病院でございますので。そういった観点

から、この辺の機能を複合的に持った病院を開設しようというようなこと

でございます。

以上でございます。

岩﨑委員 ありがとうございました。つまり何か、ずっと準備はして。じゃあ、全

国で、そういう機能が無いのは大分だけだった。

知事 そうです。正直言いまして、早く作らなきゃいけなかったんですけども、

まぁ、お医者さんもおられないし、それから費用もかかるし、何とかでき

る、他のところにお願いすれば何とかできるからということでずっとやっ

て来てたんですけども、いよいよ健康づくり日本一だとかいろんなことを

考えますと、やっぱり一つだけないというのはよくないなと。それから、

大分大学の方でも色々、先生の育成等もやってくださるというふうな方向

でいってますんで今回、思い切ってやろうかということであります。財政

的にもだいぶ楽になったということもあると思います。

岩﨑委員 ありがとうございました。よく分かりました。

魚井会長 大分県は、安心で住みよい町だったから一番最後でもよかったんじゃな

いかなというように思うんですけども、現代社会、非常に私も身近で、企

業なんかでも精神病院長が、やっぱり精神疾患がものすごく現代社会で増

える傾向になってますんで、そういった意味で、総合的に県で精神科が設

置していただけるいうのは、ものすごくいいことじゃないかなと思います。

ただ、今までは、大分県は、やっぱり日本で一番住みよい町だったという

ことでもないかなというように思いますと、都会は非常に多いですのでね。

はい。他の皆さんの方から、特にございませんか。

魚井会長 なければ私の方から、包括的な、いわゆる外部監査を病院でやってい

ただいて、改善して、指摘にもあったわけなんですけども、これをぜひと

も改善計画をしっかり作っていただいて、計画的にそれを実行していくよ

うにしていただきたいなということが一点と、これからの病院経営という

のは、高額設備が非常に多いわけですね。そういうのをどうしても欲しく

なるいう感じ。ＭＲＩなんかにしてもそうですし、現在、非常にコンピュ
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ーターなんかと連結して、非常に値段が高くなっていく。そういった中で

経営を黒字化にしていくいうのは非常に大変だと思うんですけども、その

辺は、こういう設備に対しては委員会みたいなのを設けて、ちゃんと採算

も含めて、どういうように考えていくかということは、委員会等で決めら

れていくという感じになっていくわけですか。

病院局長 まず最初、外部監査の意見、結果並びに意見に対する対策でございます

が、もちろん、可及的かつ速やかに病院全体で取り組んで改善していきた

いというふうに考えております。それから、高額医療機器の購入でござい

ますが、病院の中で一番高い機器となりますと、特に放射線の医療機器が、

やっぱり数億円するものがございます。ですから、ある一定期間でずっと

更新をしなくちゃいかんということがありますので、それについては、だ

いたい先が見通せますので、見通した上で計画的に、この時にはこれを購

入しようと、それから何年おきにはこれを購入しようということは病院全

体で情報を共有して、計画的に購入予定を立てております。

魚井会長 もちろん、そういう意味で、決算の方も中長期の計画を作って、それに

きちっとバランスが取れておるいう感じになってるわけですね。

病院局長 そうですね。もちろんそれを入れた上で、予算をきちんと立てていって

るというところであります。

荷宮委員 委員の荷宮です。ほんと、説明いただいて色々分かったんですが、２９

年度の監査テーマが、もし決まっていれば教えていただきたいな、とか、

もう実際にやられているのかもしれませんけど、分かれば教えていただき

たいと思います。

行政企画課長 行政企画課でございます。２９年度は、地場産業の振興についてという

ことで、特に商工労働関係、それと農林関係、これについて、包括外部監

査委員の方で監査をしていただくというふうになっております。

荷宮委員 外部監査。

魚井会長 外部監査での包括外部監査のテーマでございます。

荷宮委員 行政監査は。

監査事務局長 ２９年度の行政監査のテーマでございますが、公用車の管理、それから、

安全運転の取組というかたちで、今年度、実施する予定にしております。
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荷宮委員 ありがとうございました。

下田委員 一つよろしいですか。今、テーマの選定はどこがされるんですか。つま

り、監査のテーマ事項については、どこで議論されているのかということ

を教えていただければ。

知事 テーマの選定は、包括外部監査、まさにテーマの選定からお願いをした

外部の先生に選定していただきます。それから、監査委員会の監査項目で

ございますけれども、これは二つありまして、一つは、基本的には、その

監査委員会の委員がお決めいただくということになるんですけども、中身

が二つありまして、今のように特定のテーマを決めて監査をしていただく

というのと、もう一つは、業務においてちゃんと適正適法にやられている

かどうかというのを抜き打ち的に検査をしてもらうというようなこともや

っておりまして、両面から行政の適正な運営を図ってもらう。この、どこ

でいつ抜き打ち検査をやるかということについても監査委員会が決めると

いうことになっておりまして、我々、その監査結果をよく伺って、これは

ちょっと、全庁的に徹底する必要があるなということは、どんどん徹底を

していくというようなことであります。

下田委員 ありがとうございしました。

魚井会長 他は特にございませんですか。

それでは、２８年度の行政監査及び包括外部監査結果の概要につきまし

ては、先ほどもお願いしましたように、監査委員の意見を踏まえて改善計

画をしっかり立てていただいて、着実にその改善をさらに実行をしていた

だいて、病院経営そのものについて進化を遂げて行くようにしていただき

たいと思います。また、病院の事業における一般会計負担のあり方につい

ては、皆さん方の意見を踏まえて、経営改善による病院の経営基盤の強化、

これは、今、黒字化になってるんですけども、さらにバランスの取れた黒

字等を、そして医療の、県民が安心される最先端の医療の強化ということ

に、これから努めていっていただきたいというというふうに思いますので、

よろしくお願いします。

よろしゅうございますか。

（一同異議なし）

〔報告 マリンカルチャーセンターについて〕

魚井会長 それでは、次に報告事項にまいりたいと思います。

まず第一に、マリンカルチャーセンターについて、事務局から説明をよ
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ろしくお願いいたします。

企画振興部長 〔資料５説明〕

魚井会長 ありがとうございました。それでは、今、ご説明ありました、マリンカ

ルチャーセンターについてご意見等ございましたらよろしくお願いしま

す。

マリンカルチャーセンターは、できた当初と今では、東九州道ができま

して、利便性が全然違うと思いますので、今、ご説明があったように、新

たな活用のやり方いうのが、高速のインターを中心にした宮崎だとか福岡

などの他県からの流入、あれだけの自然はなかなかないと思うんで、そう

いうことも踏まえて大いにアピールしていただきたいなと思います。

岩﨑委員 質問です。応募には至らなかったけれどもお問い合わせのあった方、視

察もしてくださった方々は、何がネックで、今回、応募に至らなかったん

でしょうか。

企画振興部長 一つは、売却、行財政改革の観点から、売却と貸付を前提にしてます。

売却の場合だと、評価額、ここ、下に応募資格及び条件のところにありま

すように、約２億円の不動産鑑定評価額、さらにそれを元にして貸し付け

た場合は、年間の貸付料１，７００万円弱ぐらいかかるということで、そ

この初期投資、あるいは貸付料と、あとは施設を運営した時の収益との兼

ね合いっていうところでなかなか厳しいというところが、やっぱり一番の

ポイントだったと思います。

岩﨑委員 ありがとうございます。この条件によると収支に合わないということが

分かっている中で、二次募集というのは、どんな工夫をされるんでしょう

か。

企画振興部長 そこで、佐伯市さんの方が強い要望もございますので、佐伯市さんと協

議しながら、今、一次募集の際も、提案内容によって施設を改修するであ

るとかそういったところをやった場合は、解体費用相当額を県の方から協

議によって支援する場合もありますというのを提示させていただきまし

た。参考価格として、解体費用相当額７億円ということで示させていただ

いたんですが、そういう支援策プラス、佐伯市さんといろんな協議しなが

ら、あと、どういった、次の公募によって、もうちょっと支援する内容で

あるとか、はたまた、今、売却と貸付を条件にしてるんですけども、それ

も県南の誘客施設というのをメインにしてるんですが、その辺も含めて、

ちょっと幅広に協議を、今、してるところであります。
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岩﨑委員 条件が少し緩和する可能性があるということですね。ありがとうござい

しました。

知事 もう、少しじゃ足りない可能性もございます。これ、だいぶやらなきゃ

いかんとうことになるでしょうし、佐伯市さんも色々協力をしてもらわな

きゃいけないことになるかもしれませんし、ギリギリどのぐらいのところ

でなら行けるかなということを、今、内部で検討させていただいておりま

す。

村柗委員 地元でも、とにかく、できるだけ使おうというような努力はしておりま

す。うちの方も、ばあちゃんの１００歳の祝いの時とか、あと、１月２日

にうちの地区が、よそから帰ってきて厄払いをする、還暦と四十なんぼと

三十なんぼのちゅうのは、やっぱ、そういう施設がないと泊まれんわけや

な。それで、極力やっぱ、蒲江からよそに出た人たちも、あれば帰った時

に使えるちゅうことでそこんとこは理解してもろうて、市と話を進めて、

もうちょっとできるような方向でやってもらいたいと思ってます。市側か

らもいろんな、地元民の意見はないんかちゅう話も出ちょるんで、今ちょ

っと色々と話はしてるところではあります。よろしくお願いします。

知事 よろしくお願いします。

私どもとしては、今、会長さんからお話がありましたように、東九州自

動車道ができたし、それから、あの地域では、やっぱり何と言ってもすば

らしい観光資源になるわけでございますし、それからやっぱり、佐伯の地

域の活性化という観点からも必要だと。当初、少々投資をしてでもという

つもりでいるんですけども、ただ、二つ、地元の皆さんが、やっぱりその

気になっていただくかどうかというのが一つと、もう一つはあれですね、

本当に民間でやってくれるところはないか、いろんな条件が出るでしょう

けど、やってくれるところがなければ、もう、三セクでやるちゅうわけに

はなかなかいかないという、そういうようなあたりで今、一生懸命悩んで

るところでございます。

下田委員 相変わらず、宿泊施設でやろうとしてるんですか。

企画振興部長 できれば、やっぱり、これからラグビーワールドカップ、それから東京

オリンピック等々もありますので、そういった国の内外からのお客さん、

マリンの関係で、海に親しむみたいなかたちでやっぱりお客さんを呼べる

宿泊施設ができないかなというのがやっぱり第一にあります。

下田委員 おそらく、行政のその思いと民間が見た時の収益、そうしたことをやっ

た時の収益のギャップが大きすぎるんだと思うんですよね。ここ、不動産
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鑑定評価額が出ていますが、減価償却費は、もうないんですよね。減価償

却は終わってるわけですよね。あとは、そういった法律上の問題があろう

かと思いますけども、どういうふうに処分するかという。

だから、処分をするという観点でいくと引っかかるかもしれませんが、

今言われたような、地元の活性化のために譲渡するっていう手が一つあろ

うかと思いますけども、それぐらい思い切ったことをやらないと、なかな

か収益、見込めないと思うんですよね。やっていけばいくほど、人を雇っ

たり、そこは何かやってという、結構体力がいる事業で、１０年先には黒

字化するかどうかっていうことが見通せなかったので応募がなかったんだ

と思います。

知事 宿泊施設にするかどうかというのは、あまりこだわる必要もないかなと、

こう思ってるんですけども、いろんな民間の皆さんからお話を伺うと、や

っぱり宿泊施設として利用するのが一番収益性が高いかなという話が多い

もんですから、今のところそういうふうに考えてます。

それにしても、もうちょっと、初期投資について、建物を壊すだけでも

大変なお金がかかるんだから、そのあたりについてもう少し、どうせ県の

方でしなくてはならないならそれだけのことを応援していかないと、最初

の初期投資をするだけは、もう応援してくれとかそういう話になっている

ところで、その辺をよく交渉をしていきたいと思います。

いや、もう、もっと、ほかにこういうことをやれば収益も上がるし、民

間として、地元の方でもやりたいよというところがあれば、もう、それで

も結構です。

工藤委員 工藤と申します。マリンカルチャー、前回の時のお話も、もうここ何回

か聞いてるんですが、施設を売却した時は、お買いになった方が自由に使

えると思うんですね。貸付となった場合は、公的な建物って条例があって、

使用目的とか何とかっていう縛りがあると思うんですけど、それは貸し付

けられる会社と話し合いってあるんでしょうか。それとも、縛りを緩くす

るとかそういうこともあるんでしょうか。

企画振興部長 行政財産と普通財産っていうところがあって、行政財産だと行政目的で

使う、今回、マリンカルチャーセンター、今は行政財産ですけども、普通

財産に変えて、誰でも使えますよというか、何でも使えますよというかた

ちでそういう手続きをやって、それから貸し付けるっていうことであれば、

別に制約を受けることなく会社側が何でも使えるっていうことになります

ので、そういうことをやるということになります。

工藤委員 それからもう一つ、今、建物を重点的に、どう利用するか使用するかっ

ていうお話ですけど、そこの前にある海と一体化したマリンスポーツって
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いうので、現在、何か行われてるんですか。

企画振興部長 隣に海岸線、海岸があって海水浴、それから、マリンカルチャー自体が

マリンレジャーで、ボートと言うか、船を所有してます。マリンコーラル

号という船を持ってて、その船で沖に出ていろんな、アクティブに体験が

できるっていうようなこともやられてますので、当然ながら、あそこの施

設だけじゃなくて、その周辺のいろんな施設を巻き込んだ集客施設ってい

うのも売りにできるっていうふうに思ってるところです。

魚井会長 よろしゅうございますか。

そうしたら、今の色々な皆さんのご意見を加味して、また二次募集をし

ていただいて、それで、賛同者が出ることを期待いたしまして、次のテー

マに変わらせていただきたいなというふうに思います。

〔報告 水産試験研究体制及び種苗生産体制の見直しについて〕

魚井会長 次は報告の二つ目で、水産試験研究体制及び種苗生産体制の見直しにつ

いてということで、報告をよろしくお願いいたします。

農林水産部長 〔資料６説明〕

魚井会長 それでは、事務局からのお話がありました件につきまして、皆さんのご

意見、よろしくお願いいたします。

村柗委員 赤潮対策と疾病対策については、もう民間が、これは手を出してくれな

いので、行政の方で地元のその養殖、内水面でも海面でも、やっぱこれは

継続をして、ぜひやってもらわないというところやし、あと、漁業公社の

ヒラマサについて、一般の消費者が、奇形が出ると食べられんちゅうか、

なんか、特に奇形魚ち嫌われるんやけど、少しぐらい顔が曲がっちょる魚

がでくるわけよ。カワハギにしてもヒラマサにしても、人工で作ると。消

費者は曲がっちょると、なんで曲がったんやち。薬やったんやねえんかち

すぐ言うんやけど、種苗を作る段階で、どうしても奇形魚ちゅうのは上が

ってくる。天然界でもでくるんやけど、それは自然淘汰されて、奇形魚は

消えていくわけ。何が言いてえかちゅうと、人工種苗で完全養殖を作るち

ゅうことは、自然の資源に負荷をかけないちゅうことを前提に、一番の売

りにして、県産ヒラマサの売り込みをしていかんと、ちょっと曲がっちょ

ったりするとはねられて、もう、買い手がつかんごとなるけん、それで養

殖業者は、その魚を入れにくくなると。やっぱ売る時に、こういう曲りが

あるのは、実はこげえこげえこういうことで、自然界に負荷をかけていな

いよちゅうようなＰＲもありじゃないかなと思います。それがもう、問題
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なく売れていくんなら、生産者、養殖業者も、多少曲がっちょってもいい

んやち思うけん、そこらへんもお願いします。

農林水産部長 だいたいヒラマサは、まだまだ知名度も低うございますので、今、ご指

摘あったことと合わせて、販路の拡大といったところもしっかりとやって

いきたいというふうなことでございます。

佐野委員 質問ですけれども、これは５箇所の施設を維持か移設かするという話で

ございますか。

農林水産部長 そうですと言うか、漁業公社２箇所、これはもう４０年ぐらいたって、

もうまさにこれ、建て替えるのをどうするの。建て替えるんだったらどう

やってやるのっていうことと、県の方では、上浦、安心院、それから豊後

高田、三つありまして、豊後高田は新しいですけど、安心院と上浦が古い

と。これ、どうやっていくのか。研究のニーズも変わってる。建て替えが

まさに迫ってるので、それに合わせて研究のニーズも変わってるから、合

わせてそれを一緒に考えていこう、そういったことでございます。

佐野委員 古い施設に関しては、例えば耐震化とかもされてない施設があるという

ことですか。

農林水産部長 私の記憶では、内水面、安心院の方ですね。これ、まだまだ、実は、耐

震化をされてないですね。はい。だからそういったところも含めて、耐震

化すると、これ、かなりお金がかかるので、じゃあ、これ、どうやって再

構築していくんだということでございます。

佐野委員 仮に移設とかをする場合に、もう古いんで、別の場所を見つけて何かし

たいとかいう時に、周辺に、例えば代替できる施設というか、こういう、

何か特殊な施設なんで、特殊な設備とか特殊な作りじゃないといけないん

だったら、また新設しないといけないというのはあるのかもしれないんで

すけれども、例えば、今ある県有施設に、近くにそういう施設があるのか

どうか分かりませんけれども、そういうことは可能なんでしょうか。

農林水産部長 基本は、建て替えるにしても、その場所で建て替えるか、さらにもっと

いい場所があれば移転もやぶさかではないんですけれども、ちょっとなか

なか他に適地もないかなと。あればやぶさかではないと。あとは、集約化

をするかどうかというところになろうと思います。

知事 ほかの既存の施設を活用する。例えば学校の跡地を利用するとかそうい

うのは、今回の場合は無理かもしれないですね。だから、今申し上げまし
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たように、今あるところを建て替えるか、集約させるんだっていうような

ことにならざるを得ないんじゃないかなと、こう思います。

河野委員 一つ教えていただきたいんですが、この研究対象と研究内容については、

どうしても県でやらなくちゃ悪いものなんですか。それとも、国の研究所

とかとタイアップしながらやれないもんでしょうか。そこら辺でいかがで

すか。

農林水産部長 先ほどお話しがあったような、赤潮対策であるとか、やはり疾病対策、

これ、県の方でもやってございますけれども、全国的な課題についてはタ

イアップしていくと。で、もう一つあるのは、ヒラマサの話がございまし

たけども、ここはヒラマサを高級魚種として大分県で売っていこうと。こ

れで水産振興していこう、こういったものについては県でやっていく。そ

れから、魚の自然管理の点で、どんどん、例えば太刀魚が減っているよと。

これも広域で取り組む必要はありますけれども、県としても、やっぱりそ

ういった種苗を育てて放流して資源を一定程度増やしていくといった取組

が幾つか、ケースバイケースで分かれてるものでございます。

魚井会長 そうしましたら、水産試験の研究体制等につきましては、選択と集中と、

それとニーズの変化に対応した、要は、生産者のためになる見直し、こう

いったことを頭に置きまして、２９年度中に委員会で方向付けをやるとい

うことで、事務方、よろしくお願いをいたします。

蛇足ですけども、ドジョウなんかは、全国の５０％は大分で作られてま

すので、だから非常にやっぱり、大分いうのはこういうのをうまくやられ

てるなと。

〔報告 リバーパーク犬飼について〕

魚井会長 それでは、最後の報告で、リバーパーク犬飼について、事務局から説明、

よろしくお願いします。

土木建築部長 〔資料７説明〕

魚井会長 どうもありがとうございました。そしたら、リバーパーク犬飼について、

皆さん、何かご意見がございましたらよろしくお願いします。

無いようでございますので、それでは先ほど、事務方からご報告があり

ましたように、なかなか天然芝でいうものはありませんので、よく、他の

方々にも活用の啓蒙等を連携してやっていっていただきたいなというのを

思いますので、よろしくお願いします。本日予定しておりました、ご議論

していただくテーマ三つ、報告テーマが三つ、終わりました。本当にどう
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もありがとうございました。

最後に知事の方から一言、よろしくお願いいたします。

知事 今日も本当に色々ご熱心なご討議をいただきましてありがとうございま

した。今日、提案させていただいた議案は、すべて我々も大変悩んでる案

件でございまして、今日は色々な観点からご意見をいただき、非常にあり

がたかなったと、こう思っております。

行財政改革アクションプランの実行にあたりましても色々ご指摘いただ

きましたし、県税事務所にあり方についても、考えるべきところ、ポイン

トを色々いただいたような気がいたします。そんなこともしっかり対応し

て、ご説明ができるような案をまとめて、また提案を申し上げさせていた

だきたいと、こう思っております。

今日はどうもありがとうございました。

行政企画課長 ありがとうございました。これをもちまして、平成２９年度第１回大分

県行財政改革推進委員会を終了いたします。なお次回は、１０月２０日金

曜日、１３時から開催予定にしております。詳細につきましては、改めて

ご連絡差し上げます。本日はどうもありがとうございました。

※委員等の発言内容について、重複した発言部分等を事務局において整理の上、会

議録を作成しています。

［記録作成：総務部行政企画課］


